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道路運送法に定める有償運送の許可取得等に係る重点指導期間終了後の 

通院等に係る乗車又は降車の介助の算定の取り扱い等について（通知） 

 

標記について、道路運送法による有償運送の許可取得の重点指導期間が、平成18年 9月 30日で

終了したことに伴い、次のとおり取り扱われることとなりますので留意してください。 

 

記 

 

1 道路運送法による有償運送の許可取得の重点指導期間終了日（平成 18 年 9 月 30 日）の翌日以

降において、同法第 4 条若しくは第 43 条による有償運送の許可又は同法第 79 条による登録を

受けずに行われる次のサービスは、介護報酬の算定対象となりません。 

① 指定訪問介護事業 

通院等に係る乗車又は降車の介助（一定の条件下において算定される身体介護を含む。以

下同じ） 

② 指定障害福祉サービス事業 

居宅介護若しくは重度訪問介護のうち、通院等に係る乗車又は降車の介助を行うもの 

2 現に通院等に係る乗車又は降車の介助の算定に係る届出を行っている事業者で、重点指導期間

終了日（平成 18 年 9 月 30 日）までに、道路運送法における有償運送の許可を受けなかったも

のについては、算定要件を満たさなくなったものとして、同報酬算定の終了の届出を行う必要

があります。 

3 道路運送法における有償運送の許可等を受けていないにも拘らず、通院等に係る乗車又は降車

の介助を行い報酬請求を行った場合は、指定訪問介護事業者にあっては介護保険法第76条、指

定障害福祉サービス事業者にあっては障害者自立支援法第48条による監査を実施し、不正な請

求として介護報酬の返還を求めるとともに、事業者指定の効力の停止又は指定の取消しを行う

場合があります。 

4 有償運送を行う NPO 等（道路運送法第 78 条第 2 項・同施行規則第 48 条各号に定める者。以下

同じ）であって、やむを得ない理由により、道路運送法第79条による登録を受けることができ

ないものについては、別添１「介護輸送に係る法的取扱いについて 平成 18 年 9 月」の“3”

に示される周知期間中（平成19年 9月末まで）は、介護報酬算定の対象とすることが可能です。 

※ やむを得ない理由として想定されるもの 



① 当該NPO等の所在地の市町村域において、運営協議会が設置されていない場合 

② 運営協議会は設置されているが、協議の申立を行っていない場合若しくは当該 NPO 等に

係る協議が未だ調わない場合（ただし、協議の申立を行っていない場合は、速やかに同

申立を行うこと。） 

 

道路運送法（抄） 

第五章 自家用自動車の使用  

（使用等の届出）  

第七十八条 自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。以下同じ。）は、次に掲げる場合を除き、有償で

運送の用に供してはならない。 

１ 災害のため緊急を要するとき。 

２ 市町村（特別区を含む。以下この号において同じ。）、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第

二項に規定する特定非営利活動法人その他国土交通省令で定める者が、次条の規定により一の市町村の区域内の

住民の運送その他の国土交通省令で定める旅客の運送（以下「自家用有償旅客運送」という。）を行うとき。 

３ 公共の福祉を確保するためやむを得ない場合において、国土交通大臣の許可を受けて地域又は期間を限定して

運送の用に供するとき。（登録） 

第七十九条 自家用有償旅客運送を行おうとする者は、国土交通大臣の行う登録を受けなければならない。  

（登録の申請） 

第七十九条の二 前条の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しな

ければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 行おうとする自家用有償旅客運送の種別（国土交通省令で定める自家用有償旅客運送の別をいう。次号に

おいて同じ。） 

三 路線又は運送の区域、事務所の名称及び位置、事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送の用に供する自

家用自動車（以下「自家用有償旅客運送自動車」という。）の数その他の自家用有償旅客運送の種別ごとに国

土交通省令で定める事項 

四 運送しようとする旅客の範囲 

２ 前項の申請書には、自家用有償旅客運送自動車の運行管理の体制その他の国土交通省令で定める事項を記載し

た書類を添付しなければならない。 

道路運送法施行規則（抄） 

（法第七十八条第二号の者）  

第四十八条 法第七十八条第二号の国道交通省令で定める者は、次のとおりとする。 

一 民法（明治二十九年法律第八十九号）第三十四条の規定により設立された法人 

二 農業協同組合 

三 消費生活協同組合 

四 医療法人 

五 社会福祉法人 

六 商工会議所 

七 商工会 

（自家用有償旅客運送の種別）  

第五十一条 法第七十九条の二第一項第二号の国道交通省令で定める自家用有償旅客運送の別は、次のとおりとす

る。 

一 市町村運営有償運送 

二 過疎地有償運送 

三 福祉有償運送 

 

連絡先 
〒540-8570大阪市中央区大手前二丁目 
℡（代表）０６－６９４１－０３５１ 
大阪府健康福祉部医務・福祉指導室 
（社会福祉法人）法人指導課 指導・監査ｸﾞﾙｰﾌﾟ
（内線）２４９６・２４９０ 
（社会福祉法人以外）事業者指導課 指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ

（内線）４４８６・４４８８ 








